
平成３１年度税制改正大綱（抜粋）

第一 平成 31 年度税制改正の基本的考え方

（序文）

パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害

防止を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成

30 年度税制改正大綱の内容のとおり、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税

（仮称）を創設する。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

３ 森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の創設

（1）森林環境税（仮称）の創設

① 基本的な仕組み

イ 納税義務者等

森林環境税（仮称）は、国内に住所を有する個人に対して課する国税と

する。

ロ 税率

森林環境税（仮称）の税率は、年額1,000 円とする。

ハ 賦課徴収

森林環境税（仮称）の賦課徴収は、市町村において、個人住民税と併せ

て行うこととする。

二 国への払込み

市町村は、森林環境税（仮称）として納付又は納入された額を都道府県

を経由して国の交付税及び譲与税配付金特別会計に払い込むこととする。

② 施行期日

森林環境税（仮称）は、平成36年度から課税する。

③ その他

個人住民税に準じて非課税の範囲、減免、納付・納入、罰則等に関する所

要の措置を講ずる。

（2）森林環境譲与税（仮称）の創設

① 基本的な仕組み

イ 森林環境譲与税（仮称）

森林環境譲与税（仮称）は、森林環境税（仮称）の収入額に相当する額

とし、市町村及び都道府県に対して譲与する。

ロ 譲与基準

（イ）森林環境譲与税（仮称）の 10 分の９に相当する額は、市町村に対し、

当該額の 10 分の５の額を私有林人工林面積で、10 分の２の額を林業就



業者数で、10 分の３の額を人口で按分して譲与する。

（ロ）森林環境譲与税（仮称）の 10 分の 1 に相当する額は、都道府県に対

し、市町村と同様の基準で按分して譲与する。

（注）市町村の私有林人工林面積は、次のとおり林野率により補正する。

区 分 補正の方法

林野率85％以上の市町村 私有林人工林面積を1．5倍に割増し

林野率75％以上 85％未満の 私有林人工林面積を1．3倍に割増し

市町村

林野率75％未満の市町村 補正なし

ハ 使途及び公表

（イ）市町村は、森林環境譲与税（仮称）を、間伐や人材育成・担い手の確

保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用

に充てなければならないこととする。

（ロ）都道府県は、森林環境譲与税（仮称）を、森林整備を実施する市町村

の支援等に関する費用に充てなければならないこととする。

（ハ）市町村及び都道府県は、森林環境譲与税（仮称）の使途等を公表しな

ければならないこととする。

② 施行期日

森林環境譲与税（仮称）は、平成31 年度から譲与する。

（3）創設時の経過措置

① 平成31 年度から平成35年度までの間における森林環境譲与税（仮称）は、

交付税及び譲与税配付金特別会計における借入金をもって充てることとし、

各年度における借入金の額及び譲与額は次のとおりとする。

期 間 借入金の額及び譲与額

平成 31年度から平成33年度まで 200 億円

平成 34年度及び平成35年度 300 億円

（注）借入金の額には、当該年度における利子の支払に要する費用等に相当す

る額を加算する。

② 平成36 年度から平成44年度までの間における森林環境譲与税（仮称）は、

森林環境税（仮称）の収入額から借入金の償還金及び利子の支払に要する費

用等に相当する額を控除した額に相当する額とし、各年度における借入金の

償還額は次のとおりとする。

期 間 償還額

平成 37年度から平成40年度まで 200 億円

平成 41年度から平成44年度まで 100億円



（注１）平成 36年度においては、借入金の償還は行わない。

（注２）償還額には、平成 31 年度から平成 35 年度までの利子の支払に要した

費用等に相当する額を各年度の借入金の償還額に応じて加算する。

③ 平成 31 年度から平成 44 年度までの間における森林環境譲与税（仮称）の

市町村及び都道府県への譲与割合は、次のとおりとする。

期 間 償還額 都道府県

平成 31年度から平成36年度まで 100 分の 80 100 分の 20

平成 37年度から平成40年度まで 100 分の 85 100 分の 15

平成 41年度から平成44年度まで 100 分の 88 100 分の 12

（4）その他

その他所要の措置を講ずる。


